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第 2 節 問題意識 
























優位1が実現されるとされ、SWOT 分析、業界の構造分析とポジショニング(e.g. Porter, 
1980, 1985)、資源の属性分析(e.g. Barney, 1986, 1991)等の諸研究が展開されることとな
った。 
                                                   
1 競争優位とは、その企業の行動が業界や市場で経済的価値を創出し、かつ同様の行動をとっ































対処するために進取的な適応を企てていく企業の能力にも関わる (Eisenhardt and 
 4 
 
















しかし、1991 年からのいわゆる「バブル崩壊」以来、日本経済は 20 年近く停滞した。そ
れは、不良債権処理とリストラに追われた 1990 年代の「失われた 10 年」におさまらず、
2000 年代以降までの「失われた 20 年」に及ぶこととなった。この 20 年において、個々の
企業の経営力によって異なるにせよ、多くの日本企業が 1980 年代に誇った国際競争力の優
位性を失ったことは否定できない(林、2011 など) 2。 
武石・青島・軽部・元橋・伊地知(2010)は、1990 年代中盤以降から現在に至るまで、日
本の製造企業全体の売上高付加価値率がほぼ一貫して低下し続けていることを示しながら、
                                                   
2 日本企業の国際競争力を知る手立ての一例にすぎないが、IMD による世界競争力年鑑で

















































理者は第一義的に有効的ないし能率的な組織運営に則して (in the effect or efficient 


























































                                                   

























































ンマネジメント」(Nonaka, 1988; Nonaka and Takeuchi, 1995, p.127)が即時に援用できる






























































































れるのか。(第 6 章、第 7 章、第 8 章、結章) 
 課題 1 組織能力はいかに生じ、また同時に形成されるのか。 
・ 組織能力研究において、何が論じられてきたのか。(第 1 章) 
・ 日本企業の組織能力は、いかに捉えられるのか。(第 2 章) 
・ リーダーシップは、組織能力の発現にどのように機能しているのか。(第 3 章) 
 課題 2 チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセスは、どのように分析され
るのか。(第 4 章、第 5 章) 
 課題 3 チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセスにおいて、チーム・リー
ダーシップはいかに機能するのか。(第 4 章、第 5 章) 
 























































































第 5 節 本論文の構成 
 本研究は、先行研究のレビューを行う第Ⅰ部、分析方法について検討する第Ⅱ部、事例
研究の結果を提示し分析を加える第Ⅲ部の三部構成になっており、序章及び結章を含め、











第 2章 日本企業の 
組織能力 
第Ⅱ部 理論枠組と研究方法 
第 4 章 分析枠組の構築 
 
 






第 6章 X社の事例 
技術開発、多角化、市場浸透 
第 7章 Y社の事例 
市場開拓 
第 8章 考察 
モデルの呈示 



































































れる。第 7 章においても、第 6 章と同様の観点から、Y 社における一つのチームの事例
が検討されている。また、第 7 章でも、得られたデータから概念及びカテゴリーを抽出し
暫定的なモデルが導き出される。 


















第 1 章 経営戦略論における組織能力研究の展開 
 
















始まり、1980 年代後半から 1990 年代に広く浸透した。もっとも、その浸透過程では企業
の外部環境の分析に軸足を置いたポジショニング・アプローチ(e.g. Porter, 1980, 1985)へ
の論争的な学派形成がなされていったという側面もあり、組織の経営資源を重視するとい
                                                   
6 能力プロファイルは自社の強み・弱みを評価するための枠組みで、機能別分野と能力の
2 軸のうち、能力の軸に次元について「施設・設備」、「人的技能」、「管理能力」、「組織能
力」の 4 つが分けられている。 
7 RBV という言葉が初めて使われたのは、1984 年の B・ワーナーフェルトの論文「資源





派経済学に批判的な Penrose(1959)や Nelson and Winter(1982)等の影響を受けているもの
が多く、企業の競争優位の源泉としてルーティン8としての側面を重視するもの(e.g. Collis 
and Montgomery, 1998)、進化論的枠組み9に依拠するもの(e.g. Langlois and Robertson, 
1995; Teece et al., 1997; Teece, 2007a)が挙げられる。また、組織の内部資源の形成や蓄積
に焦点を当てた研究の多くが、組織能力の進化に関わる学習プロセスを重視する(e.g. 
Praharad and Hamel, 1990; Kogut and Zander, 1992)。第 3、4 節では、このように多様
な RBV の諸研究を経営資源の属性研究(第 3 節)、能力の動態性に着目した組織能力研究(第









が分析されてきた(Porter, 1980; McGahan and Porter, 1997) 。市場環境を分析し合理的な
                                                   









け、ダイナミック・ケイパビリティ論(Teece et al., 1997;Teece, 2007a)、企業境界の決定

















1980 年代以降に現れた初期の RBV は、Porter(1980)によって示された競争要因モデルに
対する自ら研究の位置づけを示しつつ、既存資源の蓄積とその活用に着目したフレームワ
ークを構築していくこととなる(e.g. Wernerfelt, 1984; Barney, 1986)10。 









こともある(Helfat, Finkelstein, Mitchell, Petraf, Singh, Teece and Winter, 2007)。とは
いえ、RBV の一角から展開された組織能力論の中で、能力の動態性を強調するようになっ
た Teece et al.(1997)、ダイナミック・ケイパビリティ論(Teece, 2007a；Augier and 









Wernerfelt(1984)に始まる諸研究の系譜が見られる(Schulze, 1994; 中橋、2003; 石川、2005
を参照)。例えば、石川(2005)は、前者を RBV の静的フレームワーク、後者を RBV の動的
フレームワークとした RBV の系譜の整理を行っている。本研究でもこれを参照しながら
RBV の 2 つの系譜を検討し、組織能力論の示す組織能力概念の特性を把握する前提として、
これら 2 つの系譜からなる RBV のインプリケーションと意義を明らかにしていく。 
 



























































第 4 節 組織能力論の展開 
第 1 項 ケイパビリティの起源 
RBV のもう一つの研究の系譜は、既存資源の活用と新しい資源の開発に着目した






























































                                                   

























また、Praharad and Hamel(1990)や Hamel and Praharad(1994)は、組織の資源活用能


















させるのかということが基本的な問いとなる(Teece et al., 1997)。 
学習とは、環境を探索してデータを集め、それを解釈し意味づけ、行為するという連鎖で
ある(Daft and Weick, 1984)。それは、実践の繰り返しと経験によって課題がより良くかつ
迅速に遂行されるようになるプロセスをいい13、そのプロセスを通して新たな製品の機会も






こそが、企業の持続的競争優位を説明するために必要な課題となる(Kogut and Zander, 























































                                                   
14 企業のコンテクストにおける「学習」について、Teece et al.. (1997)では、社会的で集
合的であること、コミュニケーションと調整された手順による共通の体系であること、組
織ルーティンの体系であることが特徴として挙げられている。したがって、Teece et al.. 
(1997)は「学習(Learning)」という言葉を、「組織学習」の意味で用いていると思われる。 
15 組織学習に関する包括的かつ精緻な議論については、Levitt and March(1988)、March 
and Olsen(1975)、Argyris and Schön(1978)、March(1991)等が参照される。 
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第 4 項 ダイナミック・ケイパビリティ・フレームワーク 

















                                                   


























続にどの程度寄与しうるかを表す」ものである(Teece, 2007a, p.1321)。 
ダイナミック・ケイパビリティの優劣がはっきり現われる局面は、知識創造と戦略的意思
決定、新製品開発プロセスである(Eisenhardt and Martin, 2000, pp.1106-1107, 1112-1113)。
したがって、ダイナミック・ケイパビリティの本質は、暗黙知、組織プロセス、トップ・マ
ネジメントのリーダーシップ・スキルである(Teece et al., 1997; Helfat et al., 2007)。この
ダイナミック・ケイパビリティの作用によって創造されるのは、知識とこれを具現化した戦
略や新製品等の知的アウトプットである。 








第 5 節 小括 
 本章では、組織能力概念について、経営戦略論とりわけ RBV から展開された組織能力研
究においてどのように説明されてきたのかについて、先行研究のレビューによって考察し
てきた。   
競争優位との関係で企業内部の経営資源を重視するという RBV の中にも、アプローチの
異なる 2 つのルーツが見られる(石川、2005)。第 2 節では、ある時点における企業の経済的
レントを生み出している経営資源の属性研究(Rumelt, 1984; Barney, 1986, 1991)と、
Penrose(1959)に起源を有し経営資源が蓄積・構築・発展していくプロセスを問う研究の流
れ(Wernerfelt, 1984; Praharad and Hamel, 1990; Kogut and Zander, 1992, 1996; Teece et 













第 2 章 日本企業の組織能力 
 
































































しているデスクトップ PC 製造、デジタル家電等については当てはまりにくい。 
 






















2 度のオイルショックに見舞われ、戦後初めて日本企業に減量経営を強いた 1970 代は、
また乗用車の排ガス規制をはじめ、1960 年代の高度経済成長の負の遺産＝公害対策に追
われた 10 年だった。これを乗り越えて日本企業が目覚ましく躍進した 1980 年代から今
日に至るまでの 30 年間に限っても、企業を取り巻く経営環境の変動は激しい。 
まず、1985 年の「プラザ合意」による 2 倍を越えるほどの円高が輸出比率の高かった
日本企業を直撃した19。これがいわゆる「円高不況」であり、生産部門の海外移転が本格
化する契機ともなった。しかし、それも 1986 年 11 月を底に反転し、低金利政策と円高
効果による金余り現象が、その後 4 年に及ぶ経済の隆盛(バブル経済)をもたらしたことは
周知の事実である。 
1991 年の「バブル崩壊」は、このような経営環境を一変させ、日本経済は 20 年近く停滞
した。それが財務状況の悪化を埋め合わせるためリストラに追われた 1990 年代の「失われ
た 10 年」におさまらず、「失われた 20 年」に及んだのは、日本経済の実質をなす「総体と
しての日本企業」の停滞の反映であった。時を合わせるかのように、ベルリンの壁崩壊(1989
年)、ソ連解体(1991 年)に中国の開放政策への転換(1987 年)なども相まって、世界は市場経
                                                   






























































































第 4 節 小括 


























第 3 章 組織能力研究とリーダーシップ論 
 
第 1 節 はじめに 































第 2 節 組織能力研究におけるリーダーシップ論 

















































































































































 集中型リーダーシップ 分散型リーダーシップ 
コラボレーション 計画的、指示的 自発的、直観的 
信条 独裁的 参加的 
プロセス 形式に則った実践 実践による形成 
意思決定の権限 安定的、固定的 流動的 
リーダーのスキル 分離的スキル：上司、部下 統合的スキル 
：リーダーとメンバー 
リーダーの育成 スキルの選定 スキルの拡散・伝播 









と、「分散型リーダーシップ」とは知識創造プロセスにおいて共存しうる (Robertson and 
Swan, 2003; Robertson, Scarbrough and Swan, 2003)。もっともそれがいかに共存可能か
という点については必ずしも明快に明らかにされているわけではない。 

























































第 3 節 集団活動におけるリーダーシップ 


































                                                   




































































































































第 4 章 分析枠組みの構築 
 














 第 2 節において、組織能力論における既存研究の到達点と問題点を今一度整理し、既存
研究で混乱を招いている部分について指摘した上で、先行研究に対する本研究における分










第 2 節 既存研究の到達点と問題点 
第 1 項 RBV から展開された組織能力論の到達点 














































































第 3 節 組織能力概念の再定位 

























状態ないしプロセスである25。続く第 2 項でその具体的なプロセスを考察する。 
 











ところに生じる(Ulrich and Smallwood, 2004)。  
ここでも注意しなければならないのが能力の主体的な特性であり、能力が持っている知
識や資源を使うという主客関係が挙げられる。能力は、現時点で自らが有している知識を取





















































































第 4 節 本研究のフレームワーク 








































第 2 項 チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセス 




















第 3 項 チーム・リーダーシップ機能 
(1)チーム・リーダーによるチームの効率性を高めるリーダーシップ 
チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセスにおいて、チーム・リーダーシップは、













































































第 4 項 分析枠組と基本的前提 




































能については、第 6 章からの事例分析によって明らかにされる。 
 




 基本的前提 2 
「チーム・リーダーシップがチームの協働を起点とする組織能力の発現を促進させる」 
 基本的前提 3 
「チームの活動プロセスの各ステージにおいて有効なリーダーシップは異なる」 
 


























第 5 章 調査デザイン 
 
第 1 節 はじめに  







 第 2 節では、まず、本研究の研究方法上の特性を検討する。次に、本研究で採用するケー
ス・スタディの方法論的特質について、サーベイ・アプローチとの比較による検討を踏まえ
ながら、ケース・スタディによることの必要性及び適切性について考察する。 
 第 3 節では、本研究で行われたケース・スタディについて、4 つの調査対象事例の選定が
理論的サンプリングによって行われていることを確認する。本ケース・スタディでは、グラ
ウンデッド・セオリー・アプローチ(Grounded Theory Approach：GTA)及び修正版グラウ




第 2 節 本研究の研究方法 






















































第 3 節 ケース・スタディの概要 






















業態に属する 3 つのチーム活動と、Y 社から一つのチーム活動)を抽出している26。X 社は
年間売上高が約 8500 億円、従業員が約 1 万人の総合化学系企業であり、Y 社は年間売上高
が 1500 億円、従業員約 400 名の食品卸売企業である。X 社、Y 社を調査企業として選定し
た理由は、第一に、それぞれが属している業界において大きなシェアを占めていることが挙
げられる。X 社、Y 社の産業特性からして一貫性がないようにも思われるが、理論サンプリ
                                                   
26 事例分析研究が行われる第Ⅲ部で、X 社概要(第 6 章第 2 節)、Y 社概要(第 7 章第 2 節)























なお、表 5-1 に示すとおり、HD メディアの薄膜形成技術開発チームについては、1992
年時点でメンバー数が 100 名を超えており、またチーム内に複数のグループが形成されて
いる。そのため、これをチームと捉えることが適切であるのか、複数グループの方をチーム
                                                   
27 ケース・スタディにおける因果関係の一般性は、分析的一般化のことであり、同じ分析
枠組の下ではいつでも再現できるという意味での一般化である。 
28 次章第 3 節で後述するが、正確には、アルミニウム高純度化技術開発活動が行われた









































メンバー数 12 名ほど 100名以上 3 名 8 名 




























7 社 2 社 
顧客 固定顧客 顧客不特定 固定顧客と顧客開拓 固定顧客 
分析対象期間 1979～1982年頃 1987～2005年頃 2007～2014年 2010～2014年 
分析対象活動 技術開発 技術開発 営業 新規事業開拓 
(出所：筆者作成) 
 
第 2 項 分析手法 














収集したデータの分析手法として GTA を用いる(Glaser and Strauss, 1967; Strauss and 
Corbin, 1990)。 



















































調査である。 ヒアリング調査は、2013 年 2 月から 2014 年 10 月にかけて行われた。な
お、本ケース・スタディにおいては、ヒアリング調査から得られたデータを補足するものと
して、社内資料や企業ホームページ、新聞記事等の二次資料を用いている。 




















表 5-2 インタビュー調査の概要 
概要(インタビュー時点) 実施日 場所 
海外拠点開拓チーム：チーム・リーダーO へのインタビュー 2013 年 2 月 9 日(本)  Y 社内 
海外拠点開拓チーム：チーム・リーダーO へのインタビュー 2013 年 8 月 10 日(本)  Y 社内 
X 社 Xa 研究所：研究所長 A、グループ・リーダーB,C,D へのイン
タビュー 
2013 年 11 月 5 日(予) Xa 研究所内 
X 社アルミ S 事業部：事業部長 E、営業統括部長 F へのインタビ
ュー 
X 社広報室：広報室長 G、社内広報担当 H,I へのインタビュー 
2013 年 11 月 28 日(予) X 社内 
海外拠点開拓チーム：チーム・リーダーO へのインタビュー 2013 年 12 月 14 日(本) Y 社所在県内 
HD メディア薄膜形成技術開発チーム：研究開発部スタッフ・マネ
ージャーK へのインタビュー 
2014 年 12 月 18 日(本) X 社内 
海外営業チーム：Xe 社 President, L、Group Leader, M、Sales 
Manager, N へのインタビュー 
2014 年 2 月 27 日(本) Xe 社内 
海外拠点開拓チーム：チーム・リーダーO、メンバーP へのインタ
ビュー 
2014 年 5 月 23 日(本) Y 社所在市内 
海外拠点開拓チーム：チーム・リーダー、メンバー1 名、チーム活
動への参加者 Q, R, S へのインタビュー 
2014 年 6 月 13 日(本) Y 社所在市内 
アルミニウム高純度化技術開発チーム：Xa 研究所グループ・リー
ダーB、Xs 事業所生産技術統括・製造部長 J へのインタビュー 
2014 年 10 月 23 日(本) Xs 事業所内 
(出所：筆者作成) 
 


























携わっているのは約 750 名である。X 社研究所の主要拠点である Xa 研究所は、1951 年に
                                                   





設立されて以降、5 年から 10 年という中長期間で成果を出すべく研究開発が行われている、
それは、「今後の X 社戦略との関係でどのような技術開発を行っていくのかという企業戦略
の視点からの技術研究」(Xa 研究所長、A)である。Xa 研究所で活動中の研究グループの中
から、グループ・リーダーB,C,D の 3 名に、通常行われる技術開発活動のプロセスについて






































ウム高純度化技術開発におけるチーム活動(2014 年 10 月 23 日)と HD メディアの薄膜形成
技術開発におけるチーム活動(2013 年 12 月 18 日)について、ヒアリング調査を行った。 
 
(3)X 社における製品販売活動 
2013 年 11 月 28 日に行われたインタビューでは、X 社アルミニウム事業の一角を担う X






















で動かしていくっていうのが必要になってきています。」(アルミ S 事業部、F) 
 
以上にご説明を頂いた営業活動内容を踏まえて、海外営業拠点におけるチーム活動(2014
年 2 月 27 日)、アルミニウム高純度化技術開発におけるチーム活動(2014 年 10 月 23 日)に
ついて、ヒアリング調査を行った。 
 
(4) X 社グループにおける情報共有 
 後述するように、X 社は化学品に関わる多様な事業を展開し、また X 社と 150 以上のグ
ループ会社によるグループ経営が行われている。この点が、単一事業に集中した経営を行っ

















報やイントラネットが挙げられる。X 社の社内報は、1958 年に創刊されて以降、毎月 10 日
前後に 11,000 部発行され、社員、グループ社員、OB、内定者等に配布されている。この紙
媒体による情報発信が長らく社内広報活動の中心であったが、2013 年 4 月からはイントラ
ネットによって記事を随時更新し情報共有を促進する試みも始められている。 
イントラネットでは、トップメッセージが毎月 1 回更新され、グループトゥデイという

























































































第 6 章 X 社の事例 
 
第 1 節 はじめに 
本章では、企業の組織能力が具体的なチーム活動を起点とした場合、どのような組織プロ
セスを通して発現しているのかという問いについて、X 社における 3 つのチームの事例に
よって検討していく。 






続く第 3 節から第 5 節までの各節において、X 社における 3 つのチーム活動の事例を検




を適切に分析することは難しい。そこで各節の第 1 項では、業界の動向と X 社の各事業に













第 8 章で更に比較的に検討されることになる。 
 
第 2 節 X 社の概要 
第 1 項 プロフィール 
X 社は、東京に本社を有する 1939 年に創業された総合化学系企業である。従業員は、連
結で 10,458 人、単体で 3,839 人(2014 年 6 月 30 日)、資本金は 140,564 百万円(2014 年 6
月 30 日)であり、東京証券取引所に一部上場する公開会社である。 
X 社グループは、X 社及び関係会社 159 社からなり、石油化学、有機・無機の機能性化学
品及びその加工品、アルミニウム材料及び加工品、エレクトロニクスなどの多様な事業を展
開している。2013 年度の売上高は、848,071 百万円(連結、12 月期)であった。 







第 2 項 X 社の沿革 
(1)X 社成立前史 









がらも、1926 年には X1'社を設立し各種ヨード製品の製造を再開した。1931 年には、わが
国最初の国産法硫安の製造に成功した。その後、X1'社は、ヨード事業、塩素酸カリ、金属
ケイ素、アルミニウム工業等への事業拡大に合わせて X1 社へと改称された。 
他方、T は、国内の豊富な水力電気を利用した新しい工業として、合成硫安とアルミニウ





略として展開された。1937 年上期には 20 社の企業群となり、コンツェルンを形成する。し
かし、1938 年頃には T が標榜してきた国産原料・技術は、コスト高のために輸入原料・製
法へと変更を余儀なくされる。さらに、コンツェルンの事業展開と T のリーダーシップは、
第二次世界大戦の拡大に伴う外部環境によっても制約されざるを得なくなった。こうした















第 3 節 アルミニウムの高純度化技術開発におけるチーム活動 














































                                                   





X 社の売上高約 8,500 億円のうち、アルミニウムのセグメントは売上高約 903 億円、営














































































                                                   
33 本項に記述しているアルミニウムの高純度化技術の概要は、Xs 事業所内で B 及び J に


























とも実現性のある方法が 1 つに絞られた。 
                                                   























1980 年末期から 1981 年初期にかけて、チーム・メンバーは、ラボレベルでの実験の規
模を拡大し、大きめの実験装置での実験を繰り返していく。技術とプロセスが一つの候補に
                                                   






















































































































































































































 本論文での分析は、チームの発足時から、新精製炉 1 号機の完成と量産への道筋がつけ
られチームが解散するまでの期間が対象となる。もっとも、チーム解散後の新精製炉の製造




















 2008 年には新精製炉 3 号機が増設され、2014 年現在は新精製炉 4 号機が増設され、生
産能力が順調に増強されている状況である。 
 
第 4 項 M-GTA による分析 
(1)概念の生成 









表 6-1 アルミニウム高純度化技術開発チーム活動の M-GTA 分析 
概念 1 実行戦略 
定義 企業の行動指針を実行に移すための戦略 





概念 2 チームの目的 
定義 チームを発足させる契機であり、チームが目指すべき最終ゴール 
























理論的メモ ・ 1979 年、研究メンバー2 名によって活動が始められ、しばらくして研究メ
ンバー3 名になる。 
・ 全員が研究室のメンバーである。 
概念 5 チーム活動の責任者 
定義 チーム活動について最終責任を持ち、指揮・監督を行う人 
具体例 ・ 当時の研究室長 
・ 「リーダーシップって程の事じゃないけれど」 




・ 他の事例で出てくる R&D マネージャーと同じカテゴリーにまとめられる
かもしれない。 
概念 6 チームの協働開始 
定義 明確になったチーム目標に向かってチーム活動が開始されるとき 






に PQCDS の観点で課題を整理していく。 
理論的メモ ・ 1980 年春のことである。 
・ メンバーは同じ研究室の 3 名である。 
・ 技術開発の段階としては、「基礎研究段階」という。 
概念 7 協働開始後のチーム課題 
定義 チーム目標の下で、チームが取り組まなければいけないタスクを決定するもの 




概念 8 メンバーのスキル 
定義 タスクをやり遂げるために必要な知識、能力 
具体例 ・ 研究メンバーの原理的な知識 
・ アルミニウムの製造技術に関する知識 
理論的メモ ・ 技術的な知識に加えて、実験のコツ等の身体的な知識も含む。 
概念 9 チームの協働 
定義 メンバーがチームのタスクに取り組むこと 








理論的メモ ・ 1981 年夏まで 
・ 技術開発の段階としては、開発(前期)段階である。 
・ メンバーの協働、顧客企業との協働が行われている。 
・ 電解法と偏析法 コスト：電＞＞偏、純度：電＞偏である。 
概念 10 学習 
定義 実践の中で問題を発見し解決していくプロセス 




















概念 12 協働の拡大 
定義 タスクが実行されるにしたがい、課題に向けて当初よりチームとしてできる範
囲が広がること 












概念 13 チーム・リーダー 
定義 チーム活動に自らも参加し、技術の方向性を決断し、かつマネジメントも行う
という役割・権限を与えられた人 








概念 14 スキルの補完 
定義 いくつかのスキルが組み合わせられて初めて、全体としてチームのタスクが成
し遂げられるような関係 









理論的メモ ・ 異質なスキルを持った人たちのチームである。 
概念 15 集団的な学習 
定義 チームの共有ビジョンを描き、それに向かって現在の状態から変わっていくこ
と 





















概念 17 上に働きかけるリーダーシップ 
定義 チーム活動を進めるために、トップ・マネジメントを説得する。 





































概念 20 率先垂範のリーダーシップ 
定義 自らがチーム活動の先頭に立ち判断する姿勢を一貫し、チームに信頼感を醸成
させるリーダーシップ 













概念 21 協働の高度化 
定義 チームの共有ビジョンに向かってチーム活動したことで、チーム活動の意味づ
けが変わってきたこと 
具体例 ・ 連続ラインのパイロットプラントでの生産工程を繰り返す。 















概念 22 新たな課題 
定義 協働の内容が当初と変わったために発生した問題 






































































                                                   
を通して機能していた。そのため、これらのリーダーシップについて、特定の活動プロセ
スには影響しているわけではなくチーム活動全体に影響しているということを示すため



































































第 4 節 ハードディスクメディアの薄膜形成技術開発におけるチーム活動 
第 1 項 ハードディスク業界と X 社ハードディスク事業 
(1)業界の動向 
ハードディスクドライブは (以下、HDD という )、これまでノートパソコン、
デスクトップやサーバ用記憶装置として用いられてきた。黎明期は、エンタープ
ライズシステムの高速補助記憶に供されていたが、1985 年頃から PC 用途への
需要が高まってきたのである。PC への搭載により急拡大した市場は、DVD レ
コーダなどのコンシューマーエレクトロニクス (CE)分野への展開によりさらに
伸長してきた。また、今日の HDD 市場はコンピューター分野、CE 分野に加え
て、クラウド化の進展により拡大が期待されるエンタープライズ分野等に需要
が拡大されている。  
HDD の出荷は PC に大きく依存しており、PC の出荷低迷に影響されて 2011
年以降は出荷台数を減少させている。このような PC 需要による変動はあるもの
の、業界再編はほぼ終了しており (表 6-2 参照 )、概ね市場が安定した成熟産業と
いえる。  
後述するように HDD は、大きく分けてドライブ、メディア(以下、HD メディアとい
う )、ヘッドの部品からなり、すべて内製している企業もあるものの多くが水平分業を行っ
ている。表 6-2 は、1980 年代後半から現在に至るまでの HDD 業界への参入企業の変遷を
表したものである。2014 年現在、ドライブメーカーは 3 社、HD メディアメーカーは X 社








表 6-2  HD 業界における企業の変遷 
                   ()内は国内 




41 社(14) 21 社(5) 9 社(3) 3 社(1) 
メディア 
(HD) 
専業 16 社(5) 11 社(6) 4 社(3) 2 社(2) 
内製 2 社(0) 
ヘッド 
(HEAD) 
専業 8 社(4) 5 社(3) 3 社(2) 1 社(1) 
内製 2 社(0) 
(出所：X 社内資料を参考に筆者作成) 
 
 (2)X 社のハードディスクメディア事業 
X 社の売上高約 8,500 億円のうち、エレクトロニクスのセグメントは売上高約 1,300 億
円である。また、営業利益は 220 億円であり、X 社の中では主要な高収益セグメントの一
つである。 
X 社は、HDD の部品となる HD メディアを生産している。HD メディアは、サーバ、
デスクトップ PC、モバイル PC 用のハードディスクの他、AV 用途やデジタル
家電向け HDD へ採用されている。X 社は、この HDD に組み込まれる HD メデ
ィアと、その主要な原材料の一つである HD 用基板の研究開発、製造、販売を行










産技術力である。2013 年 12 月には、X 社によって垂直磁気記録方式で 2.5 インチ 1 枚当
たり 670 ギガバイト、3.5 インチ 1 枚当たり 1 テラバイトの記録容量が実現されている。 
このように、今日の X 社 HD メディア事業は、X 社における主力収益事業の一つであり、
また、最大の市場占有率という点からも高い競争力を有している。もっとも、X 社が HDD







図 6-3 HDD と HD メディア 
  (出所：X 社内資料) 
 



















揚高の最小化、シグナルノイズの信号処理制度とスピードの 3 点が重要な課題であった。 
 






第 3 項  チーム活動の経緯 






ていく 2005 年頃までのチーム活動を分析対象とする。 
 
(1)チーム発足の契機 




社は HD メディア製造を行っていなかったが、2013 年 11 月 5 日、12 月 8 日行われたヒア
リングからは、X 社研究所では社内の技術をリサーチした上でメッキ法による HD メディ
ア製造のための研究も行われていたことが窺える。 
研究所では他にも複数の技術の模索研究が行われていたが、研究所の研究企画に携わる
ことになった S が、その中から HD メディアの技術開発に注目したのである。F によれば、





























じゃないかという HD ドライブのお客様からの言葉もあり、HD にかけようと思っ
                                                   



















流れが出てきていた。小型化ということを考えれば、1 枚 1 枚を丹念に作っていく必
要がある。また、メッキ法では何十枚も一気につくるので、メッキ浴の電気化学反応
で浴の中が汚れていってしまいます。飛行ヘッドが下がるのでごみが当たらないよ





















1990 年、量産 2 つのライン建設が始まった。研究開発を担当する 20 名弱の技術系のメ
ンバーに加えて、生産技術、製造担当の作業員が量産化に向けた活動に加わり、50 名ほど









                                                   
40 HD プロジェクトマネージャーは、1988 年当時に新事業開発部に所属するマネージャ







重視していた。そのため、X 本社機能からの HD 部門の独立性の確保に注意が払われてい


















































くことである。顧客である HD ヘッドメーカーや HD ドライブメーカーとの擦り合わせに
より HD メディアの材料、技術と他の部品との相関がとれているかどうかが検討される。
相関がとれていないことがわかれば、限界値を探し特定し、特定された値を超える製品をつ
くりあげていくのである。   
これらのチーム活動は、対象としている技術の性質上、イノベーションを迅速に起こし記















                                                   
















































Objective)が徹底されていた。この MBO は、リーダーS によって運用が徹底され、毎月 1
回 S がグループを集めて成果をチェックしていた。自己申告や調整はなく、目標は必達で






















図 6-5 記録方式の違い 
(出所：X 社 2005 年○月○日ニュースリリース) 
  
前述したように、化学企業であった X 社が HD メディアの薄膜形成に関するチーム活動
を開始させた 1987 年には、すでに 100 社以上の HDD 主要部品メーカーによる市場競争が
HD 業界で行われていた。チーム活動を通して量産化への道筋がつけられ、1990 年に量産
ラインの建設がはじめられた。この時点において、HD メディアメーカーに限っても、競合
他社は 16 社であった。 
HD メディアが量産体制に入ると、X 社による HD 部門への大幅な資金投入が行われた。
それとともに、記録密度競争に焦点を絞ってチームの技術開発活動が推進されていく。各社
による市場競争が行われ、X 社の HD メディアの薄膜形成技術開発チームがつい直磁気記
 150 
 
録方式を成功させた 2005 年には、HD メディアメーカー数は 4 社に淘汰されていた。さら
に現在に至るまでに X 社は、HD メディアの外販メーカーとして最大のシェアを有するこ
とに成功し、HD 業界における競争上の優位を獲得していくこととなったのである。 
 
第 4 項 M-GTA による分析 
(1)概念の生成 






表 6-3 HD メディア薄膜形成技術開発チーム活動の M-GTA 分析 
概念 1 現行戦略 
定義 現在の企業の行動指針 
具体例  アルミニウム、カーボン等の既存の化学品事業領域で競争優位に立つ。 
 関連事業領域での新規事業開拓・拡大を目指す。 









具体例  HD メディアに関する技術開発 
 HD の事業化 
理論的メモ  S は、HD メディアに関して技術開発に集中した競争が展開されることを
見通し、市場の広がりも予測していた。 
概念 3 チームの目標 
定義 チームの目的に照らしてチームが達成すべき事柄 
具体例  スパッタ法による HD メディア製造の技術開発 
理論的メモ  アルミニウム高純度化技術開発の場合と異なり、スパッタ法によるという
ことは決まっており、その方向性で目標、課題が決められている。 
概念 4 プロジェクトマネージャー 
定義 研究開発で進行中の複数の研究テーマに責任を持ち、チームの研究プログラム
の大枠を設定、監督する人 






概念 5 チームへの支援活動 
定義  上位のマネージャーと適切に接触し、研究プログラムを売り込み予定通り
に遂行されるために必要な条件、資金、人を獲得する活動 
具体例  プロジェクト化に際しては、チーム活動の意義をアピール 











概念 6 チーム・リーダー 
定義 チーム活動に自らも参加し、かつマネジメントも行うという役割・権限を与え
られた人 
具体例  プロジェクトのリーダーS 
 当時は主流でなかったスパッタ法に注目する。 




概念 7 チームの協働開始 
定義 明確になったチーム目標に向かってチーム活動が開始されるとき 
具体例  1987 年頃、スパッタ機による薄膜形成技術の模索研究が開始される。 
 10 数名の技術系メンバー 
理論的メモ  技術開発段階でいわれる「模索」「基礎研究」「開発初期」段階はとられて
いない。オーバーラップで同時に行われている状態である。 




具体例  スパッタリングの各技術的課題 
 各工程に必要な技術の開発 
理論的メモ  チームの課題はしばらくすると達成され、次の課題へと移る。 
 前事例の「協働開始後のチーム課題」との概念の吸収を検討しなければな
らない。 
概念 9 ビジョナリー・リーダーシップ 
定義 リーダー自身のビジョンを持ってチーム活動を方向付けるリーダーシップ 









概念 10 チームの協働 
定義 メンバーがチームのタスクに取り組むこと 
具体例  スパッタリング技術の模索と実験の繰り返し 
 薄膜形成技術の習得と革新 
理論的メモ  技術開発の段階としては、模索、基礎研究段階である。 
概念 11 メンバーのスキル 
定義 タスクをやり遂げるために必要な知識、能力 









概念 12 学習 
定義 実践の中で問題を克服するプロセス 





概念 13 協働の拡大 
定義 タスクが実行されるにしたがい、課題に向けて当初よりチームとしてできる範
囲が広がること 
具体例  HDD メーカーからサンプルの高評価を受ける。 
 技術系メンバー、品質担当メンバー、生産技術メンバーによる協働が行わ
れている。 
 1990 年から、量産ラインが増設されていく。 
 1990 年代から 2000 年代にかけて量産ラインを稼働させながら、同時並行
で行われた技術革新のためのチーム活動 




概念 14 事業化への働きかけ 
定義 上位のマネジメントに対して、チーム活動を通して蓄積された知識が実行可能
であり、経済的にも魅力であるという説得的な働きかけ 
具体例  サンプル品について顧客企業から高評価を得る。 
 1989 年頃、経営会議で量産化と生産ラインの建設決定がなされる。 
 1989 年、事業所内で生産活動が始められる。 
理論的メモ  既存市場への後発参入であるので、顧客となる企業に評価されることが重
要である。 
 大きな潜在市場(PC,CE 分野での HD の需要)の存在と、そのアピール 
概念 15 実行戦略 
定義 企業の行動指針を実行に移すための戦略 
具体例  HD メディアの生産能力を上げる。 
理論的メモ  新しく形成された HD 戦略の下での、HD メディア製造と技術開発に関わ
る実行戦略のことである。 
概念 16 環境の再認識 
定義 チームを取り巻く状況とこれまでの協働の結果とを関係づけることによって、
チーム活動を捉えなおすこと 















理論的メモ  数値化しやすいチーム活動であったので、日々の課題も明確である。 
概念 18 協働の高度化 
定義 当初のチーム活動から活動内容の質や意味づけが変わること 




 2005 年、垂直磁気記録の技術開発と競争上の優位の獲得 














概念 20 集団的学習 
定義  チームの共有ビジョンを描き、それに向かって現在の状態から変わってい
くこと 





理論的メモ  技術系のメンバー、顧客企業とのコミュニケーション 
 グループを越えた話し合いと問題解決 







概念 22 率先垂範のリーダーシップ 
定義 自らがチーム活動の先頭に立ち判断する姿勢を一貫し、メンバーの気持ちを引
っ張るリーダーシップ 





理論的メモ  HD の技術開発活動を通して一貫してみられる S の姿勢である。 
 ヒアリング調査の中で「信頼」という言葉はでなかったが、一貫した姿勢
がチームに信頼感を醸成させているのではないかと思われる。 
概念 23 タスク推進のリーダーシップ 
定義 メンバーのタスクと責任を明確にし、タスクに何らかの影響を及ぼすリーダー
シップ 




理論的メモ  タスクそのものに強いプレッシャーが与えられている。 
 与えられたタスクに対して、次のタスクにつながる結果を求められてい
る。 
概念 24 意味を引き出すリーダーシップ 
定義 チームで知識の意味づけやアイデアの交換を活発に行わせるリーダーシップ 
具体例  チームに生じた問題は、担当に関わらずメンバー全員で取り組む。 

























































                                                   



















 1990 年代以降、HD メディアの生産能力を上げていくことが X 社の「実行戦略」となる



























































































第 5 節 海外営業拠点におけるチーム活動 


























図 6-7 CR の応用例 
 (出所：Xe社内資料) 
 
(2)X 社の CR 事業 
X 社は、1960 年から 40 年余りにわたって Z 社との合弁でエラストマー43事業を行












                                                   
43 エラストマーは、原料ゴムを硬化させ分子間を連結させるように弾性変形し、常温での





第 2 項 チーム活動の経緯 
本項で対象としているエラストマーグループは、Xe 社に所属している 4 つのグループの
うちの一つ(Xe1 グループ)であり、ヨーロッパ向けに出荷された X 社 CR 製品の販売活動を
行っている。   
Xe 社はドイツのミュンヘンにあり、ヨーロッパとロシア・中東地域での営業を担当する
X 社の営業拠点である。President は日本人 L が務めており、従業員数は 20 名(2014 年)で
ある。Xe 社のグループ構造は、図 6－9 のように組織化されている。さらに、取扱製品に応
じて Xe1～Xe4 まで 4 つのグループからなっている。 
エラストマーグループは、CR の用途に合わせた各グレードを取り扱っており、2014 年
においては固形状 CR を約 20 グレード、「ラテックス」ともいわれる液状 CR を約 5 グレ
ードを提供している。 
 














本人の X 社社員が駐在員(グループ・リーダー)となり、5 名のメンバーでの営業活動が行わ
れてきた。この間、グループ内部の体制やコミュニケーションシステムを構築しつつ販路の
拡大が図られたのである。 






2011 年からは、情報システム SAP Business ByDesign(以下、SAP という)を導入するこ
とによってチームの効率化が図られてきた。SAP とはクラウドを基盤としたサービス
(ERP : Enterprise Resource Planning)であり、財務、人事、販売、調達、顧客サービスに
関する情報の一元管理を目的として企業に導入されてきた。エラストマーグループにおい
ても、このような資源の有効活用と販売の効率化を目的として、顧客とのコンタクト、オー
ダープロセシング、会計まで一貫した SAP による IT コミュニケーションシステムを構築
していくことになった。 
エラストマーグループは、SAP 導入コストを考慮して中小企業向けの SAP を取り入れ
た。チームの販売活動の特性に応じたカスタマイズを行わなかったことで、チーム・メンバ
ーは SAP の中に取り込めない業務が残ってしまうといった問題に直面することになる。グ
ループ・リーダーM によると、最も重大な問題は CR のストックオペレーション(在庫管理、












































ない」(Group Leader, M)という。 
エラストマーグループの日常的営業活動では、チーム・メンバー間、チームと顧客、チー
ムと本社 X サイド、でのコミュニケーションが見られる。これら 3 つのコミュニケーショ
ンの中では、「本社サイドとのコミュニケーションがカギになっている」(President, L)とい
う。 














































































スチャンスを逃してしまうかもしれない。」(Sales Manager, N) 
  
第 3 項 M-GTA による分析 
(1)概念の生成 










表 6-4 海外営業拠点チーム活動の M-GTA 分析 
概念 1 実行戦略 
定義 企業の行動指針を実行に移すための戦略 
具体例  エラストマー事業の海外展開を進める。 
理論的メモ  X 社出荷の約 7 割は海外輸出である。 
概念 2 チームの目的 
定義 チームを発足させる契機となるもの、チームが目指すべき最終ゴール 
具体例  ヨーロッパにおける CR の販路を拡大する。 
 ヨーロッパで高付加価値グレードを展開する。 
理論的メモ  2002 年まで他社との合弁であったため、X 社として独自に事業展開する
ようになったのは、2002 年 11 月からである。 
 2002 年から、Xe 社としてヨーロッパにおける CR 販売を開始したが、
より販路を強化していく目的の下、チームが発足した。 
概念 3 チームの目標 
定義 チームの目的に沿って、チームが達成すべき事柄 
具体例  Key Account(重要得意先)へのアクセスを強化する。 
 重要顧客を中心にして新規顧客を獲得する。 
概念 4 チーム・リーダー 
定義 チーム運営における役割、権限を与えられている人 
具体例  日本人の駐在員、Group Leader 
 もともと CR を手掛けてきた 
 重要得意先管理に責任を持つ 





概念 5 チームの協働開始 
定義 明確になったチーム目標に向かってチーム活動が開始されるとき 
具体例  2007 年にチームが発足した。 
 メンバー5 人による営業活動開始 
理論的メモ  キーパーソンを見つけて情報のネットワークを構築していく。 
概念 6 間接的なリーダーシップ 
定義 チーム活動の前提となるチーム体制や職場環境を整えるリーダーシップ 
具体例  チーム内部の体制、コミュニケーションシステムを構築する。 
理論的メモ  チームの発足からチーム活動の初期に観察された。 
概念 7 指導型リーダーシップ 
定義 チーム・メンバーに知識を教えながら、タスクと責任を明確にする。 
具体例  メンバーに CR とタスクについての専門的知識を教える。 
理論的メモ  指示と支援の中間である。 
 チーム活動において重要なところ(重要顧客管理)は自分が受け持ちつつ、
一部を任せる。 
概念 8 チームの協働 
定義 メンバーがチームのタスクに取り組むこと 




 チーム・リーダーが Key Account を受け持つ。 
 情報システムを構築すべく SAP を導入した。 
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概念 9 メンバーのスキル 
定義 タスクをやり遂げるために必要な知識、能力 
具体例  J、W 共に顧客との会話は、ほとんど英語で行っている。W はフランス
語、スペイン語、日本語を話せるため、顧客とのコミュニケーションの
アイスブレークには顧客の母国語で話すこともある。 
 CR の一般的な技術的知識 
 顧客とのやり取りを通して得た情報を解釈し、Xe 社が保有する CR の中
で適切なグレードを提供する。 
 国の特性に合わせた顧客の特徴やビジネスモデルについての知識 






概念 10 協働の効率化 
定義 メンバーのタスクのルーティン化が図られること 
具体例  顧客とのコンタクト、オーダープロセシング、会計まで一貫した SAP に





 2012 年よりメンバー数を 3 名に減らす。 
 リーダーも含めて全員がローカル・スタッフとなる。 
理論的メモ  チームの内部体制、顧客管理のノウハウの確立による効率化 
 言葉と文化の問題の解決による効率化 
概念 11 学習 
定義 実践の中で問題を発見し解決していくプロセス 
具体例  SAP で取り込めない業務が生じて、混乱してしまう。 
 SAP と他ツールの棲み分け、ストックオペレーションの改善 
理論的メモ あるテーマの下、同質のスキルを持ったメンバー同士の相互コミュニケーシ
ョンが行われ、問題を解決していく過程のことである。 
概念 12 協働の拡大 
定義 タスク量が増えること 
具体例  新規顧客の獲得 
 ヨーロッパを中心に、北欧、中東、アフリカにも販路を広げる。 
理論的メモ  チーム活動に取り入れることのできる量が増えるということ。 
概念 13 環境の再認識 
定義 チームを取り巻く状況とこれまでの協働の結果とを関係づけることによっ
て、チーム活動を捉えなおすこと 

































































第 6 節 小括 
 本章では、企業の組織能力が具体的なチーム活動を起点とした場合、どのような組織プ





































































第 7 章 Y 社の事例 
 










なのである。また、Y 社の属する食品卸売業界の動向及び Y 社の事業特性を把握すること
なく、具体的なチーム活動のプロセスを適切に分析することは難しい。そこで第 3 項では、
業界の動向について概観している。 













第 2 節 Y 社の概要 
第 1 項 プロフィール 
Y 社は、兵庫県神戸市に本社を有する 1950 年に設立されたファミリービジネスの食品専
門商社である。従業員は連結で 411 人(2013 年)、資本金は 589,952,500 円(2013 年)である。
2013 年 3 月期の売上高は 1489 億円であった。 





















45 Y 社が初めて国産米を輸出したのは 2008 年である。2008 年産米は 40t、2009 年産米
は 310t 輸出している。 
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香港に現地法人の拠点を置き海外展開を図ってきた。現在、Y 社は 20 カ国・地域に国産米
























第 3 節 海外拠点開拓におけるチーム活動 






Y 社では、2008 年頃より 2 名程度による海外に向けた探索的な活動が開始されたが、当
初はほとんどが輸入活動にとどまっていた。2010 年 5 月には、単独社で海外事業を進める
リスクに考慮して、米穀生産者も含めた複数企業からなる Z 輸出促進協議会 (以下、Z 協議
会)を立ち上げ補助金獲得を目指したが失敗に終わった。 
2010 年 9 月、Y 社は、海外事業化の方向性を探ること、また Z 協議会の実質を強化する
ことを目的として、8 名からなる海外拠点開拓チームを発足させた。メンバーは、本社役員、
チーム・リーダーO、P を含む海外担当メンバー4 名、外食担当 1 名、商品開発担当 1 名で






















る。また、個別のタスクとしては、海外担当は Y 社からの輸出や Z 協議会で行われる事業





























は、約年間 1,000t であるという46。また、Z 協議会の活動をまとめ上げ、毎年 1 回事業を受
託し補助金を獲得しなければならない。このような 2 つの大きな枠としてのノルマはある
ものの、チームとして個別具体的な目標が逐一決められている訳ではなかった。この頃のチ










                                                   



















掛かりにしようとしたのである。2011 年に、現地法人は商社が撤退したことにより Y 社の
完全子会社となった。北京の現地法人47では、工場での精米と販売活動が行われることにな





                                                   
47 現在、北京の現地法人は総経理 1 名(Y 社の課長級)、現地採用スタッフ 1 名、現地採用
の工場スタッフ 20 名程度による活動が行われている。成都の現地法人は総経理 1 名(北京








所を設営し、2012 年に Y 社によって現地法人が設立された48。 
このように、北京、成都、アメリカの現地法人は、いずれも他社が展開している地域や事
業の受託先といった、展開先がすでに決められている中での設立であった。そのため、設立


















                                                   


















































































                                                   
































第 2 項 M-GTA による分析 
(1)概念の生成 






表 7-1 海外拠点開拓チーム活動の M-GTA 分析 







概念 2 実行戦略 
定義 企業の行動指針を実行に移すための戦略 
具体例  輸出事業の確立にあたって、補助金を獲得するために他企業と協力しな
がら Z 協議会を立ち上げる。(失敗) 
 2008 年、オーストラリア向けにコメの輸出を始めた。 




概念 3 チームの目的 
定義 チームを発足させる契機であり、チームが目指すべき最終ゴール 
具体例  海外事業化の方向性を探ること 
 Z 協議会の実質を強化すること 
概念 4 チームの目標 
定義 チームの目的に照らしてチームが達成すべき事柄 
具体例  輸出事業への道筋をつける。 
 輸出用に生産される米を全量契約しそれを必ず全量輸出しきる。 
 Z 協議会の活動をまとめ上げ、毎年 1 回事業を受託し全額補助金・半額
補助金を獲得する。 
 「次の活動を目標から創り上げていくという感じ」 
理論的メモ  2 つの大きな枠としてのノルマはあるものの、チームとして個別具体的
な目標が逐一決められている訳ではなかった 
概念 5 チーム活動の責任者 
定義 チーム活動について最終責任を持ち、指揮・監督を行う人 
具体例  本社役員 
 コメを海外に広めたいという思いを抱いていた。 
理論的メモ  チーム活動の責任者は、ファミリー3 兄弟の一人である。 
概念 6 チーム・リーダー 
定義 チーム活動に自らも参加し、かつマネジメントも行うという役割・権限を与
えられた人 




理論的メモ  チーム・リーダーは、海外拠点開拓チームに関わるまで Y 社の人事、IT
システムを手掛けてきた。 
概念 7 環境整備のリーダーシップ 
定義 チーム環境の整備によって間接的にメンバーの協働を促すリーダーシップ 
具体例  職場のレイアウト 
 営業部メンバーが入ってきやすい雰囲気づくり 
 「分からないことはすぐに聞きやすい雰囲気ではありましたよ」 
理論的メモ  チーム活動が始まると同時に観察された。 
概念 8 チームの協働開始 
定義 明確になったチーム目標に向かってチーム活動が開始されるとき 
具体例  2010 年 5 月に、8 名からなるチームが発足した。 
理論的メモ  プロジェクトではなく、メンバーの日常業務としてチームの協働が開始
された。 
概念 9 チーム課題 
定義 チーム目標の下で、チームが取り組まなければいけないタスクを決定するも
の 




概念 10 メンバーのスキル 
定義 タスクをやり遂げるために必要な知識、能力 
具体例  英語でのコミュニケーション 
理論的メモ  チーム・メンバーの中で誰も輸出事業に携わった人は誰もいなかった。 
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概念 11 チームの協働 
定義 メンバーがチームのタスクに取り組むこと 








 設立動機自体は Y 社による積極的なものではなかった。 















 Z 協議会でも、受託販売や市場開拓事業、PR 活動等に参加し、海外展
開のための資金獲得が着実に行われるようになった。 












理論的メモ  HD メディア技術開発の事例と同様の概念を用いているが、具体例は異
なる。 







































概念 19 新たな課題 
定義 協働の内容が当初と変わったために発生した問題 
具体例  既に設立している現地拠点同士での貿易活動に伴う問題 








理論的メモ  Y 社の海外展開の実行戦略は輸出事業の確立であったが、チームの協働
の成果は、それに加えて多様な海外展開戦略を示唆するものとなった。 
概念 21 意味を発信するリーダーシップ 
定義 チーム・パフォーマンスを効果的に演出するリーダーシップ 
具体例  海外チームの活動が Y 社のビジョンと密接に関連していることをメン
バーにも全社的にも繰り返し強調した。 























































































































































第 8 章 考察 
 
第 1 節 はじめに 








第 2 節 分析結果の考察 






































































































































チームの協働プロセスが観察された。次に、X 社において新たな戦略となった HD 事業戦
略の下で、チームの協働が継続され「協働の高度化」によって実行戦略が強化されるという
戦略へのフィードバックが行われている。 
 プロセスの一巡目では、チームの協働開始時点においては必ずしも当時の X 社の実行戦

























































































































































この 5 つの概念は、表 8-1、8-2、図 8-1 のチーム活動の 5 つの段階として表される。 
 


















































を示している。また、表 8-2 に本ケース・スタディから得られた結果をまとめている。 
 



































































































































は企業組織全体の中の細部であっても、この 2 つの調整基準変革の契機となるのである。 
以上に示した統合的なモデルを図式化したものが、図 8-1 である。 
 



















































































第 3 項 組織能力とリーダーシップ 
























第 4 項 チームの協働を起点とする組織能力の発現プロセス 
















第 5 項 発見事実 
 第Ⅲ部においては、ケースとして選定された 4 つの異なる活動形態を有するチームの

































第 2 節 本研究の含意 








第 1 章でも述べてきたように、組織能力は、経営戦略論の領域で 1990 年代以降、企業の
持続的競争優位を説明する概念として注目され、「コア・コンピタンス」(Praharad and 
Hamel, 1990)、「統合ケイパビリティ」(Kogut and Zander, 1992)、「コア・ケイパビリティ」


























































































第 3 節 本研究の限界と残された課題 







本論文の第 5 章第 3 節第 3 項で述べられたように、ヒアリング調査では Xa 研究所長 A、
グループ・リーダーB、C、D への予備的なインタビューを踏まえた上で、アルミニウム高
純度化技術開発のチーム活動について、当時メンバーであった X 社 Xa 研究所グループ・リ
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